
　国の行政機関等の移転に関する基本方針
１．　国の行政機関のうち移転に努めるべきものの範囲に関する
　　　事項

　・　業務上東京都区部内に立地する施設等機関
　　 及び特別の機関

２．　行政機関等の移転に際し配慮すべき事項

　・　良好な勤務環境及び居住環境の確保

　・　移転のための財源は、跡地処分により賄うことが
　　　原則

　・　移転機関の跡地は、極力公共・公益的利用を図る
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概要

国の行政機関等の移転地区について

柏地区
科学警察研究所
税関研修所　他

横浜地区
関東運輸局
航海訓練所　他

相模原地区
外務省研修所

府中地区
警察大学校
電気通信研修所　他

立川地区
国立国語研究所
自治大学校　他

大宮・与野・浦和地区
さいたま広域合同庁舎
関東郵政局等庁舎

清瀬地区
産業安全研究所

和光地区
税務大学校
国立公衆衛生院
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